
事 業 概 況 （令和４年４月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年４月末現在における保険給付支払総額は 869 億円で、前年同期に比べて

2.7％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 531億円で 61.1％と最も大きく、次いで療養補償給付

が 217億円で 25.0％を占めている。以下、休業補償給付が 10.4％、障害補償一時金が 1.8％、介護補償給付が 0.8％、遺

族補償一時金が 0.6％、葬祭料が 0.2％、二次健康診断等給付が 0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、葬祭料が 7.6％増、休業補償給付が 3.6％増、遺族補償一時

金が 1.2％増となっているのに対し、障害補償一時金が 24.4％減、二次健康診断等給付が 12.0％減、年金等給付が 3.7％

減、介護補償給付が 2.4％減、療養補償給付が 0.6％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 264億円で 30.3％、「建設事業」が 250億円で 28.8％、

「製造業」が 210億円で 24.1％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 3.2％、「林業」が 1.5％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 11.4％増、「その他の事業」が 1.4％増

となっているのに対し、「鉱業」が 10.2％減、「林業」が 6.5％減、「製造業」が 4.8％減、「漁業」が 4.1％減、「建設事業」

が 3.7％減、「運輸業」が 3.4％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 1.8％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 89,298,641 100.0 0.6 86,922,564 100.0 2.7 △    

療 養 補 償 給 付 21,829,684 24.4 6.5 21,707,335 25.0 0.6 △    

休 業 補 償 給 付 8,706,305 9.7 1.8 9,020,738 10.4 3.6

障 害 補 償 一 時 金 2,084,248 2.3 1.2 △    1,575,271 1.8 24.4 △   

遺 族 補 償 一 時 金 523,287 0.6 16.5 △   529,497 0.6 1.2

葬 祭 料 121,861 0.1 28.5 △   131,105 0.2 7.6

介 護 補 償 給 付 745,061 0.8 4.3 △    726,890 0.8 2.4 △    

年 金 等 給 付 55,146,198 61.8 1.4 △    53,106,823 61.1 3.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 141,997 0.2 29.2 124,905 0.1 12.0 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 298億円で 56.1％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 206億円で 38.7％、傷病補償年金が 27億円で 5.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 174 億円で 32.7％、「製造業」が 151 億円で 28.4％、

「その他の事業」が 111億円で 20.9％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 4.2％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 89,298,641 100.0 0.6 86,922,564 100.0 2.7 △    

林 業 1,440,256 1.6 5.3 △    1,346,504 1.5 6.5 △    

漁 業 280,753 0.3 3.3 △    269,113 0.3 4.1 △    

鉱 業 3,069,385 3.4 6.0 △    2,757,247 3.2 10.2 △   

建 設 事 業 25,969,144 29.1 2.4 △    25,002,437 28.8 3.7 △    

製 造 業 22,025,150 24.7 0.8 △    20,963,241 24.1 4.8 △    

運 輸 業 9,977,080 11.2 2.5 9,642,424 11.1 3.4 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
210,173 0.2 7.8 206,459 0.2 1.8 △    

そ の 他 の 事 業 25,996,967 29.1 5.7 26,367,906 30.3 1.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 329,734 0.4 3.9 △    367,232 0.4 11.4
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対前年
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増減率
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　3年4月末 令和4年度　4年4月末

令和4年度　4年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 20,556,715 29,817,699 2,732,409 53,106,823 100.0

林 業 267,939 620,128 28,974 917,042 1.7

漁 業 51,428 170,069 2,518 224,015 0.4

鉱 業 214,556 1,738,288 296,401 2,249,245 4.2

建 設 事 業 5,545,360 10,814,313 1,010,915 17,370,589 32.7

製 造 業 7,442,253 7,127,668 510,242 15,080,163 28.4

運 輸 業 2,258,797 3,364,239 247,381 5,870,418 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
34,713 100,372 4,985 140,069 0.3

そ の 他 の 事 業 4,699,949 5,779,603 627,813 11,107,365 20.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 41,717 103,019 3,180 147,916 0.3

構 成 比 38.7% 56.1% 5.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年４月末現在における保険料徴収決定済額は 346億円で、前年同期に比べて

5.0％増となっている。保険料収納済額は 27億円で、前年同期に比べて 13.0％減となっている。また、収納率についてみ

ると 7.7％となっており、前年同期に比べて 1.6ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 283億円で 81.8％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 32 億円で 9.2％、「運輸業」が 12 億円で 3.6％を占めている。以下、「製造業」が 3.5％、「船舶所有者の事業」が

0.7％、「林業」が 0.5％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が 0.1％となっ

ている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度

　業　種 3年4月末 4年4月末 3年4月末 4年4月末 3年4月末 4年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 32,963,048 34,604,374 100.0 5.0 3,077,133 2,678,548 100.0 13.0 △  9.3 7.7

林 業 153,463 156,694 0.5 2.1 39,168 38,753 1.4 1.1 △   25.5 24.7

漁 業 52,309 49,211 0.1 5.9 △   943 1,253 0.0 32.9 1.8 2.5

鉱 業 85,485 90,784 0.3 6.2 665 1,140 0.0 71.4 0.8 1.3

建 設 事 業 27,228,402 28,314,450 81.8 4.0 2,804,286 2,457,194 91.7 12.4 △  10.3 8.7

製 造 業 1,368,729 1,213,975 3.5 11.3 △  35,622 21,914 0.8 38.5 △  2.6 1.8

運 輸 業 1,123,435 1,245,224 3.6 10.8 19,369 15,755 0.6 18.7 △  1.7 1.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
228 101,012 0.3 44,203.5 35 37 0.0 5.7 15.4 0.0

そ の 他 の 事 業 2,745,606 3,184,080 9.2 16.0 174,659 138,238 5.2 20.9 △  6.4 4.3

船舶所有者の 事業 205,391 248,944 0.7 21.2 2,386 4,264 0.2 78.7 1.2 1.7

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


